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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本が華北に駐留させていた清国駐屯軍（支那駐屯軍）の、設置から廃止に
至る歴史を、中国国内情勢の変化（辛亥革命、中国内戦）や国際情勢の変化（第一次世界大戦、満洲事変）との関係で
明らかにした。また各国の駐屯軍の状況と変化についても、可能な限り明らかにした。はじめは国際協調につとめ突出
した行動をとらなかった日本軍が、1930年代から性格をしだいに変化させていく様相を明らかにした。これは中国とい
う場における列強諸国による外交団による協調体制（北京議定書システム）が、ワシントン体制期を経て機能しなくな
り、やがて崩壊していったことを、駐屯軍という要素から描いたことを意味するものである。

研究成果の概要（英文）：In this study, I clarified the history of the Japanese army stationed in North 
China（the Japanese North China Garrison Army） from the installation period to its abolition, in 
relation to the Chinese domestic affairs (Chinese Revolution in 1911, Chinese Civil War in 1920’s etc.) 
and the changes in international situations (World War I, Manchurian Incident and so on). I also 
clarified the status and the change of the forces of the Great Powers, as much as possible. Initially, 
the Japanese army tried for international coordination and did not engage in the prominent action, but 
gradually it changed attitude from the 1930s. I illustrated, from the army’s perspective, that the 
cooperation system (Beijing Protocol System) by the diplomatic corps of the Great Powers stopped working 
after the Washington System period, culminating in its collapse.

研究分野： 日本史
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１．研究開始当初の背景 
 日本が 1901（明治 34）年以後、北京・天
津に駐留させていた清国駐屯軍（1913 年よ
り支那駐屯軍と改称）については、創設され
た北清事変期と、はるか後の 1937（昭和 12）
年の盧溝橋事件時以外は、余り言及されるこ
とがなかった。盧溝橋事件との関わりについ
ては、事件が北京郊外で軍事演習を行ってい
た支那駐屯軍と中国軍の衝突によって起こ
ったことにより、勃発当時の駐屯軍に言及さ
れるか、また軍事衝突につながった誘引とし
て前年の駐屯軍大増強がなされたことなど
が注目されてきた（秦郁彦『盧溝橋事件の研
究』東京大学出版会・1996 年、孫志民「支
那駐屯軍の兵力・編制の推移についての一考
察――昭和 11 年 4 月 18 日の増強をめぐって
――」『茨城大学教養部紀要』23 号・1991 年、
松崎昭一「支那駐屯軍増強問題」『國學院雑
誌』96 巻２・３号・1995 年など）。 
 しかしこれまでの研究は、創設以来の駐屯
軍の実態や機能を踏まえたものではなかっ
たので、盧溝橋事件に至る時期の駐屯軍の変
化の実態をとらえていないように感じられ
た。駐屯軍の全時期を扱ったものとして古野
直也『天津軍司令部 1901―1937』国書刊行
会・1989 年があるが、歴史専門家によるも
のではなく、内容的にも散漫で誤りも多くほ
とんど参考にならなかった。 
 たとえば駐屯軍が中国に駐屯できる国際
法的根拠となった北京最終議定書（1901 年）
は、単なる清国と列強間の「講和条約」であ
っただけではなく、列強の中国大陸における
行動を規制する側面を持った国際協定でも
あった。これは、この条約が、列国の華北に
おける協調や牽制に枠をはめていたという
ことを意味している。この側面を無視あるい
は軽視して、日本の駐屯軍だけを取り出して
論じることは適切ではない。すなわち盧溝橋
事件の時期に日本が単独で駐屯軍の動きを
活発化することが可能となった背景を、列強
が日本と同様に華北においていた駐屯軍の
動向と絡めて論じる必要があるわけである。 
 本研究代表者は、1911 年の辛亥革命時にお
ける日本軍の出兵問題を扱った際に、中国本
土への出兵が北京最終議定書の拘束を受け
ていること、その行動については北京の公使
団会議や天津の軍司令官会議で相談がなさ
れていることに気づき、設置から革命勃発直
後までの駐屯軍の動きを、列国駐屯軍の動向
も示しながら明らかにした（拙稿「辛亥革命
時における日本陸軍の北清・満州出兵計画」
『国際環境のなかの近代日本』芙蓉書房出
版・2001 年、拙稿「辛亥革命前後の清国駐
屯軍」『東アジア近代史』８号・2005 年）。 
 『辛亥革命と日本政治の変動』（岩波書店、
2009 年）において、辛亥革命後からワシン
トン会議に至る時期について、支那駐屯軍に
加えて中支那派遣軍（漢口駐屯）を含めて考
察し、さらにワシントン会議後から第１次山
東出兵に至る時期についての駐屯軍の動き

についてもまとめてきた（「ワシントン会議
後の支那駐屯軍」『帝国日本の展開と台湾』
創泉堂書店・2011 年、「支那駐屯軍をめぐる
国際関係」『白山史学』46 号・2010 年）。そ
こで明らかになっていたのは以下のような
ものであった。 
 駐屯軍は北京最終議定書の規定によって
設置されたものであり、中国情勢の変化に応
じて、その兵力の増減など（特に増加）につ
いて、列国公使団会議・軍司令官会議などで
相談が持たれた。そのような意味で、駐屯軍
は中国をめぐる国際協調体制の一要素をな
すものであった。日露戦後の時期、日本も駐
屯軍の削減にあたって、列国の動向を勘案し
ながらそれを行った。辛亥革命に際しての駐
屯軍の増加も、列国が合議して同時に行った
ものであった。漢口への中支那派遣隊の出兵
も、イギリス・ロシアとの共同動作であった。
つまり辛亥革命は、列強の行動が北京最終議
定書の枠組に拘束されているということを
再確認させる機会となった。中国は多国間協
定の監視下に置かれ、一国の独走を許さない
地域となっていたとも言えよう。辛亥革命後、
天津の支那駐屯軍は各国と協調して減兵し
たが、漢口の中支那派遣隊が単独駐留を続け
られたのも、袁世凱死亡時に日本のみが支那
駐屯軍の兵力を増強できたのも、第一次世界
大戦という状況によるところが大きかった。
しかしその存在感の高まりは、やがて中国政
府の反発を招くことになり、パリ講和会議で
の撤退提議、続くワシントン会議での議題と
なる。会議では中支那派遣隊撤退は決議され
なかったが、中国主権の尊重を基調とする国
際協調体制が形成されていくなかで、会議後、
日本は漢口からの撤兵を決定し、支那駐屯軍
の撤退すらも実現直前まで進んでいたので
ある。こうして駐屯軍は、再び国際協調体制
の中に置かれるようになった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、日本が華北に置いていた清国駐
屯軍・支那駐屯軍の機能と実態を、北清事変
後における創設から、日中戦争勃発直後にお
ける北支那方面軍への改編までの全期間
（1901～1937）にわたって明らかにすること
であった。ここで言う機能と実態とは、駐屯
軍の兵力の増減と中国情勢との関係、駐屯軍
司令部の果たしていた役割（諜報や政治工
作）、そして駐屯軍の性格の変化などである。
また駐屯軍は、日本だけでなく諸列国が協同
して置いていたため、中国をめぐる国際関係
のなかで一定の拘束を受け、また国際協働的
役割を担わされることもあった。これらを明
らかにすることにより、日中戦争へ向かう時
期の日中関係の展開に新たな光を当てるこ
とになる。すでに辛亥革命期については、上
に記したようにまとめたことがあるため、本
研究では、特に 1925 年から 1937 年に至る時
期の駐屯軍の実態を究明することを第一の
課題とした。この期間の大きな事件としては、



２回にわたる山東出兵があり、この時には日
本の駐屯軍も増加され、列強各国も同様の行
動を取っている。また 1931 年の満州事変と
駐屯軍も無関係ではなかった。その余波が天
津に及び、天津事件と呼ばれる中国軍との武
力衝突が発生し、さらに 1933 年 1 月には山
海関でも紛争が生じている。これらの事件に
ついて、列強諸国の動きもふまえながら明ら
かにしたい。ついで塘沽停戦協定以後、華北
分離工作が行われたことにより、駐屯軍の役
割は大きくなるとともに、駐屯軍の性格が変
化したように思われる。その変化をもたらし
た原因は何か、これらを解明していくことが
第二の課題である。そしてこれらの昭和期に
おける駐屯軍の実態解明に、これまで積み上
げてきた駐屯軍創設以来の研究と合わせて、
駐屯軍の全史をまとめることが第三の課題
である。そしてこのことにより、中国をめぐ
る軍事的国際協調体制の変化が浮き彫りに
なろう。 
 
３．研究の方法 
 研究は、おもに日本国内における史料調査
と、関係各国、とりわけイギリスとアメリカ
の史料調査を通じて行われる。列強諸国の駐
屯軍に関する情報は、それぞれの国の軍関係
史料や外交史料に含まれている。そしてこれ
らは日本軍の動向にも触れていることが多
い。重要な国は、イギリス、フランス、ドイ
ツ、ロシア、アメリカと中国であるが、語学
能力上の限界により、イギリス、アメリカ、
中国（中華民国）の外交文書と軍関係文書が
当面の対象となる。 
 日本国内における史料調査の主な対象は、
①防衛研究所戦史部図書室の日記類および
各種史料、②外務省外交史料館の軍事および
内政関係雑纂であり、刊行史料としては③
『日本外交文書』が基本となる。これに加え
て④中国に派遣された部隊兵士の手記類な
どの所在の有無を調べたい。すでに研究代表
者は、この研究の開始にさきだち、アジア歴
史資料センターのシステムを通じて、研究対
象期間全部にわたって「支那駐屯軍」「天津
軍」「北清派遣」などのキーワードを用いて
数千枚（段ボール箱５箱分）の関連史料を収
集していた。しかし索引システム上の問題か
ら、①の「陸満機密大日記」「陸満密大日記」
や②外務省記録について改めてキーワード
検索でひっかかってこないものを簿冊の順
を追って精査する必要があった。①には、山
東出兵関係および満州事変関係の膨大な陸
軍関係史料があり、駐屯軍の司令官や参謀を
務めた人物の個人史料も収められていた。ま
た同様なものは国立国会図書館の憲政資料
室にも存在していた（田代睆一郎日記など）。
④に属するものは、たとえば昭和９年に天津
に派遣された砲兵大隊の兵士の北京観察記
が久留米の自衛隊資料館にある。これに類す
るものを派遣部隊の所属した師団・連隊の存
在する地方の駐屯地や護国神社、その他の戦

争関係史跡を訪ねて収集する。 
 イギリスおよびアメリカの関係文書につ
いては、それぞれ外交資料集が発行されてお
り、公文書館には、そのもととなった史料が
ある。イギリスの外交文書については、マイ
クロフィルム化されているものについては、
既に調査済であるため、フィルム化されてい
ない時期および陸軍省文書を、アメリカにつ
いても国務省文書の精査と国防省関係の史
料調査を行う。 
 実際に行った調査は以下の通り。 
 国内における日本語文献調査は、防衛研究
所戦史資料センター図書館、国会図書館憲政
資料室、外務省外交史料館を中心に行い、外
交史料館においては、居留民団民会関係、外
国駐在外交団関係、義勇隊関係、支那内乱関
係、天津暴動関係を中心に調査した。また奈
良武次日記の未刊行分の点検を行うととも
に、『日本外交文書』の昭和期Ⅰ・Ⅱ、「現代
史資料」「続・現代史資料」に収められてい
る史料と、収集資料の照合作業を行った。さ
らに日比谷図書文化館では、「内田嘉吉文庫」
で貴重な文献のあることを確認・収集した。
国内出張では、札幌周辺駐屯地史料館調査に
おいて翼東政府関係の珍しい写真、北支派遣
隊の山海関駐留部隊記録を集めたほか、北海
道、長野、松山などの聯隊史・師団史の中国
派遣隊記事を収集した。青森駐屯地防衛館で
山海関事件の戦闘詳報、札幌のつきさっぷ郷
土資料館では、兵士の日記を発見した。高知、
鹿児島、福岡、和歌山、岐阜、岡山、秋田、
福島、宮城、山形、石川の各県立図書館にお
いて、それぞれの地域に駐屯した部隊の歴史
文献から中国派遣隊記事を収集した。福山市
立中央図書館では、『北京駐屯七・七戦友会
史』『福山聯隊史（中国編）』を見つけた。ま
た久留米市立図書館では、久留米駐屯地広報
資料館に資料を寄贈した加藤恒太氏の背景
を調査することができた。 
 海外調査では、各国駐屯軍の様子がわかる
史料と、各国が日本の駐屯軍をどのように見
ていたのかがわかる史料の収集につとめた。
台湾中央研究院で、中華民国の史料およびイ
ギリスの British Documents on Foreign 
Affairs（BDFA）を精査した。外務省 FO371
のマイクロフィルムの閲覧を終え、新たに外
務省 FO228 と陸軍省 WO106 に華北駐屯軍関係
史料の存在を知り、それを収集した。アメリ
カについては、Foreign Relations of the 
United States（FRUS）に含まれている関係
記事を集め、さらに参謀本部関係については
U.S. Military Intelligence Reports: の
China(1911-1941)と Japan(1918-1941)の両
方を終えた。ワシントンのNational Archives
では RG395 Records of United States Army 
Overseas Operations and Commands の史料中
にアメリカの駐屯軍関係資料が200箱近くあ
ることがわかり、調査を一通り行い、探して
いた 1912 年の派遣当時の文書を発見した。
またワシントン中心部の National Archives 



1 でも義和団事変以後の北京公使館護衛兵関
係史料の所蔵を確認し、必要な箇所を撮影し
て収集した。さらに議会図書館でも、館外か
らはアクセスできなかった写真資料を収集
した。また北京・天津の現地調査を行った。 
 
４．研究成果 
 戦前期の華北（天津・北京地区）には、列
強各国が華北駐屯軍を駐屯させていた。列強
各国というのは日本・イギリス・フランス・
アメリカ・イタリア・ドイツ・ロシア・オー
ストリアを指す（ベルギー・オランダは本格
的に駐留をしていなかった）。この列強各国
による駐屯軍は、戦前期にたびたび行われた
列強諸国による中国への派兵の中でも特異
な存在であり、租借地や鉄道付属地以外で条
約上の根拠を有する唯一の中国に駐屯する
外国軍であった（植田捷雄『支那に於ける租
界の研究』）。この条約が、北清事変後の北京
最終議定書（1901 年）であり、これにより清
国と戦った列強諸国は北京・天津地域におけ
る駐屯権を獲得した。各国は華北駐屯軍（日
本の場合は清国駐屯軍、後に支那駐屯軍と改
称）を設けて天津に本拠地を置き、中国の動
乱に際しては租界警備および山海関から北
京に至る自由交通の確保任務に就いた。ドイ
ツとオーストリアは第1次世界大戦における
中国参戦まで、ロシアはロシア革命の勃発が
契機となって駐屯軍を廃したが、それ以外は
日中戦争が激化するまで駐屯を続けた。日本
は、盧溝橋事件以後の日中戦争全面化のなか
で駐屯軍を廃止・改組した。 
 本研究の結果、ほぼ次のようなことがわか
った。 
（1）列強による華北駐屯軍の創設は、北清
事変で8ヵ国連合軍が形成されたことに由来
し、1901 年の北京最終議定書で条約上の根拠
を有するものとなった。その駐屯体制は、翌
年の天津軍政撤廃に際して固められた。この
経緯より華北の駐屯軍は国際軍的性格を持
つものとなった。北京議定書は単なる清国と
列強間の講和条約ではなく、列強諸国同士の
中国大陸における行動を規制する側面を持
った国際協定でもあった。それにともない駐
屯軍は、中国をめぐる国際関係のなかで一定
の拘束を受け、また国際協働的役割を担わさ
れていた。具体的には、中国情勢の変化に応
じて、各国駐屯軍の兵力増減などについて、
列国公使団会議・軍司令官会議などで相談が
持たれた。そのような意味で、駐屯軍は中国
をめぐる国際協調体制の一要素をなすもの
であった。 
 
（2）当初日本は長期間の駐屯に固執しては
いなかったが、日英同盟の関係もあり、減兵
に積極的でないイギリスの意向を尊重しな
がら、他国の状況にしたがい日露戦後には減
兵を進めた。特に義和団事件後、率先して減
兵につとめたのは、駐屯する利益よりも、列
強軍が京津地方に存在する方がやっかいだ

という判断があった。 
 
（3）1911 年に辛亥革命が勃発すると、列国
は相談して駐屯軍の意義を再確認するとと
もに増兵した。同時に鉄道沿線警備協定を定
め、またアメリカの新規参加を認めたことが
駐屯軍の共同性を高めた。協定は京津地方で
の混乱への行動指針を定めたものであり、そ
の後の駐屯軍をめぐる共同行動の基礎とな
った。また革命勃発を機会として日本は独自
の行動を模索したが、結局のところ列強諸国
との協調の範囲で駐屯軍の増兵と漢口への
出兵措置を行うにとどまった。義和団事件後
に成立した列強各国共同による外交団の働
きを増進させた。 
 
（4）革命後しばらくして減兵が行われ、さ
らに第一次世界大戦の勃発は、それを加速さ
せた。日本は当初はその流れに従っていたが、
列強不在の中で、アメリカとともに重みを高
め、袁世凱の死をきっかけに増兵措置を取り、
中国ににらみを利かせるようになった。 
 
（5）第一次大戦終了後、列国駐屯軍は中国
内戦激化の中で、1920 年代前半は秩序維持と
租界の安全確保のため、共同して防護に努め
た。1924 年 7月の「列国軍協同防禦計画」が
その到達点であった。 
 
（6）いっぽう日本は、この時期に大戦中増
加させた部隊を減兵し、一時は駐屯軍の撤退
までも視野に入れ、それで中国政策の主導権
の巻き返しを図るような動きもした。これは
パリ講和会議からワシントン会議前後にお
ける日本外交をめぐる外交環境の悪化の中
での、日本の対応であった。 
 
（7）しかし実際には中国内戦がひどくなる
たびに、派兵・増兵措置を取らざるを得なか
った。列国も減兵を考慮してこともあったが、
異変に備えて駐屯軍の内実の強化を図った
り、1927 年の北伐に際しては共同増兵措置を
取った。日本の第一次山東出兵も、その一つ
であった。 
 
（8）しかし翌 1928 年の対応はまったく異な
った。列国の共同防備行動は発動されること
はなく、日本だけが第二次山東出兵にあたっ
て華北でも大増兵して対応しようとした。こ
の時に、駐屯軍から済南に 3個中隊が送られ
たが、それは初めての任務担当地域以外での
活動だった。 
 
（9）1928 年以後、列強駐屯軍の共同動作は
機能しなくなった。その中で、1931 年の満洲
事変以後は、日本駐屯軍は単独行動を行うよ
うになった。これは北京議定書によって規定
されていた中国をめぐる列強諸国による国
際協調的システムが崩壊（北京外交団の機能
が低下）していたことを意味する。11 月の天



津事件にあたっては、溥儀脱出に司令官が関
与し、駐屯軍は北清事変以後はじめて中国側
と戦火を交えた。1933 年初めの山海関事件は、
駐屯軍が発火点となり、関東軍の新たな行動
を導いた。 
 
（10）そのような動きが 1935 年以後の華北
分離政策の進展の中で、駐屯軍を議定書によ
って性格づけられる軍隊から、華北自治政権
を支えるための軍事力としての存在に変え
ていくことになった。特に華北の明朗化と言
われる、塘沽停戦協定による戦区の保安担当
を関東軍から駐屯軍に移したことは、駐屯軍
の任務を拡大変質させるものであり、1936 年
の駐屯軍の大増強は、それを受けてのもので
あった。 
 
（11）1937 年 7月の盧溝橋事件は日本駐屯軍
との戦闘が発端であり、本格的な日中戦争に
発展していった。列国軍と協調しながら平和
維持のための任務を果たすことができなく
なくなった駐屯軍は、それにともない 8月末
に廃止され北支那方面軍に組み込まれ役割
を終えた。 
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